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［本稿は、IGESポジションペーパー「新
型コロナウィルス感染症が環境と持続可能
性に及ぼす影響について」Mori H et al, 

（2020年５月）、および、同ポジションペー
パー「新型コロナウィルス感染症が環境と
持続可能性に及ぼす影響について（バー
ジ ョ ン ２）」Mori. H et al,（2020年12月）
を要約して作成したものである］

１．基本的なアプローチ

COVID-19による危機は、大きくは２つ
の要因が組み合わさって引き起こされた。
第１の要因は、人間とそれ以外の脊椎動物
に 共 通 に 存 在 す る 人 獣 共 通 感 染 症

（zoonosis）の脅威である。第２の要因は、
グローバリゼーションの特徴の一つでもあ
る全般的で加速度的に展開する国境を越え
たヒトとモノの移動である。第１の要因は
COVID-19ウイルスの動物からヒトへの伝
染を可能にし、第２の要因はそれがパンデ
ミックとして世界中に拡大する原因となっ
た。

COVID-19によるパンデミックは多くの
環境問題と密接に関連した重大な課題であ
る。2020年４月に開催された第11回ペー
タ ー ス ベ ル ク 気 候 対 話 で は、 各 国 は

COVID-19による経済危機からの復興と気
候変動政策などを融合させる「グリーンリ
カバリー」の重要性を共有した。それを受
けて、2020年９月には、小泉環境大臣が閣
僚級の会合をオンラインで開催し、「より
良い復興」を念頭に、「リデザインのため
のプラットフォーム2020」［注１］を立ち上げ
た。

［注 １］環境省がリード（lead）し、国連が協力
（support）し、IGESが運営（manage）するプ
ラットフォーム。

IGESがかねてから提唱する「トリプル
Ｒ」フレームワークには、図１に示すとお
り３つの構成要素がある。レスポンスは現
下の危機に対応するためのアクションであ
る。環境の観点からは、例えば、急増する
医療系廃棄物への緊急対策などがある。リ
カバリーは、落ち込んだ経済や雇用を回復
することに主眼がある。この段階では、グ
リーンリカバリーが、環境面からの重要な
イニシアティブである。リデザインは、ポ
ストコロナの世界をどのようにより良いも
のにするか、その戦略のことである。当然、
デジタル化や脱炭素化の推進が主要な戦略
になるが、COVID-19のようなパンデミッ
クに対してレジリエンスを高める、すなわ
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ち、「パンデミックを起こさない、起こっ
たとしても広げない、そして深刻化させな
い」ことも極めて重要な課題となる。
「トリプルＲ」は、一般的には、時間軸

に沿ってレスポンス、リカバリー、リデザ
インの順に展開するように理解されるが、
現実にはそのような展開はしない。たとえ
ば、現時点では、パンデミックは完全に収
まってはいないため、この３つのコンポー
ネントの施策が並行して実施されている。

「トリプルＲ」のそれぞれは主要な目的が
異なるため、その内容も多様なものであり、
必ずしもお互いに整合的なものばかりでは
ない。例えば、経済や雇用が回復するに従
い、石炭などの化石燃料の使用が増大す
る［注２］。

［注 ２］実際、多くの地域でロックダウンなどの
時に大きく改善した大気汚染が、復興策が取
られ経済が回復するにつれ、以前の水準に戻っ
た。

このように、「トリプルＲ」で想定され
る施策は必ずしも整合的ではないが、全体
としてそれらが持続可能でレジリエントな
将来と矛盾するものでなく、可能な限り、
シナジーを作るものとして構想されること
が必要である。それにより、各施策におけ

る整合性が高まり、経済社会が、通常
（Business As Usual－BAU）の道筋に比し
てより持続可能でレジリエントな道筋に、
効果的にシフトできるためである。その際、
経済や雇用の復興やデジタル化の推進は、
持続性やレジリエンスと両立するものとし
てデザインできることを明確に認識する必
要がある。

２．レスポンス：喫緊の課題への対応

2.1　医療系廃棄物への対応

多くの国の医療現場においては、使い捨
てマスクや手袋、その他の医療器具の利用
が拡大し、各国はそれに伴う医療系廃棄物
の 急 速 な 増 大 に 直 面 し て い る（ADB 
2020）。特に、廃棄物処理システムが脆弱
な途上国における対応が急務である。

途上国がこのような状況に適切に対処で
きるよう、IGESはUNEPと協力して、2020
年９月、『COVID-19パンデミックにおける
廃棄物処理：対応から復旧へ』と題するガ
イドラインを取りまとめた（IGES/UNEP 
2020）。そこでは、途上国はWHOが定めた
医療系廃棄物に関する国際ガイドライン

（UNEP 2020）の実施体制が脆弱であり、

図１　「トリプルＲ」 フレームワークの概念
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それに適切に対処するためには、緊急時対
応計画を作る必要があることなどが指摘さ
れている。

上記の報告書をベースに、IGESは2020
年10月、ISAPの一環として医療系廃棄物
に関する国際セッションを開催した［注３］。
そこでは、医療系廃棄物への対処は、それ
ぞれの国における排出状況や処理能力に応
じたものとすることが現実的であることが
確認された。たとえば、インドネシアでは、
COVID-19に際し新しいガイドラインを策
定し、それを徹底するとともに、セメント
キルンなど新しい方法による処分も実施し
たことが報告された。

［注 ３］IGESの開催するISAP（International Forum 
for Sustainable Asia and Pacific）2020の一つ
セッション:

　  「Waste  Management  in  Response  to 
COVID-19: Exploring Ways of Response and 
Recovery」、2020年11月11日開催。

３． リカバリー：グリーンな
　経済復興策の推進

3.1　グリーンリカバリーの促進

現在、ビジネスや雇用の停止・消失から
の回復を企図した経済刺激策が、各国で導
入されてきている。しかし、従来型の経済
刺激策では短期的な経済回復は図れても、
より良い復興にはつながらない。経済刺激
策を、脱炭素など世界共通の課題の解決に
寄与するものにするとともに、将来起こり
うる同様のパンデミックに対しレジリエン
トな世界の構築に貢献するものとする必要
がある。

現在、世界で実施されている経済刺激策
の総額は12兆から15兆ドル程度であり、そ
のうち３～５％程度しか環境・持続性関連
の施策には充当されていない（C 40 Cities 
Climate Leadership Group, 2020）。 実 際、

図２　 経済刺激策に占める化石燃料と再エネに充当される資金の割合
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OECDも、経済刺激策は環境の改善に役立
つ施策に十分に対応していないとしている

（OECD 2020）。IISDとIGESは、COVID-19
への政府の経済刺激策を気候変動との関連
で分析することを目的として、他の機関と
も協力して“Energy Policy Tracker（IISD, 
2020）”というデータベースを作成してき
ている（図２参照）。これによると、世界
全体で2,337億ドル（全体の56％）が化石
燃料の生産・消費を促進することに充当さ
れているが、一方で再エネの生産・消費な
どを促進する施策への投資は、1,497億ド
ル（全体の35％）に留まっていることが明
らかとなっている（2020年11月18日現在）。

しかし、その割合は、国ごとに大きく異
なっており、ドイツやフランス、中国は、
再エネの促進などにその大半を充当してい
る。それは、EUや中国における基本的な
政策を反映したものである。EUは、昨年
12月に「欧州グリーンディール」を発表し、
今 年 ７ 月 に は、7,500 億 ユ ー ロ の
NextGenerationEUを創設するとともに、
EU の 中 期 予 算（Multiannual Financial 
Framework （MFF） 2021－2027）（１兆743
億ユーロ）を策定し、その合計額約１兆
8,000億ユーロの30％を気候変動対策に充
て る こ と を 表 明 し た（EC November 
2020）。また、中国は2020年９月、国連総
会において、2060年までにカーボンニュー
トラルを達成すると表明した。

その後、10月には日本と韓国が相次いで、
2050年までにカーボンニュートラルを達成
することを表明した。今後、これらの国に
おいても、再エネの促進を主眼としたグ
リーンリカバリーの本格的な検討が行われ
ることが期待される。

3.2　 経済刺激策において
注目すべき３つの展開

IGESが運営する上述の『リデザインの
ためのプラットフォーム2020』は、各国が

グリーンリカバリーの一環として進めるア
クションを分析している。
図３は、大きく分けて３種類のカテゴ

リーがあることを示している。第一のカテ
ゴリーは、再生エネルギーや陸上交通のグ
リーン化などへの大規模な投資であり、こ
れは上記で紹介したグリーンリカバリーに
関する投資の大部分を占めている。第２の
カテゴリーは、現時点ではグリーンな産業
とは位置付けられない産業の救済にあたっ
て、グリーン化への取り組みを条件づける
ことである。第３のカテゴリーは、テレワー
ク な ど の ラ イ フ ス タ イ ル 変 化 な ど
COVID-19対策として実施したもののう
ち、リデザインの観点からの有効性が見え
た取り組みである。

以下では、これら第２と第３カテゴリー
に属する課題を、ライフスタイルの変化、
航空産業での条件付け、そして分散型社会
の推進の順に、経済刺激策において注目す
べき動向として紹介する。

（１） 持続可能なワークスタイル・
ライフスタイル

今や大学の授業や多くの国際会議は、オ
ンラインが標準となっている。また、テレ
ワークが普及し、通勤や通学、様々な活動
もリモートで行うことが普通となってき
た。このようなワークスタイルやライフス
タイルの大きな変化により、温室効果ガス

（GHG）の排出が削減されることも期待さ
れる。なお、ライフスタイルと気候変動に
関連して、IGESは、欧州の他の研究機関
とともに、2019年２月に『1.5℃ライフス
タイル――脱炭素型の暮らしを実現する選
択 肢 』（IGES, Aalto Uni. 2019） を 作 成・
公表し、国内外で大きな注目を集めた。

最 近 発 表 さ れ た 論 文（Zhu Liu et al, 
2020）では、COVID-19の発生以来、2020
年１月から６月までの間に、世界で平均約
8.8％程度の温室効果ガスの削減があり、
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その最も大きな要因は、ワークスタイルや
ライフスタイルの大きな変化などを反映し
た、陸上交通や航空セクターでの減少で
あったとされている。ワーク・ライフバラ
ンスの面でも効果的なこのような変化は、
緊急事態終了後も最大限維持、継続される
ことが重要である。

（２） 航空会社救済策への環境に関する
条件付け

航空業界におけるCOVID-19期間中の温
室効果ガスの削減は、航空需要の激減によ
るものであり、航空産業にとって持続可能
な削減ではなかった。航空産業からの温室
効果ガスの削減は、従来から重要な課題と
して議論されてきたが、オーストリア、ス
イス、スウェーデンは、COVID-19による
窮状から航空会社を救済することと脱炭素
社会へのリデザインを組み合わせる試みを
行った。

具体的には、オーストリア国営航空に対
しては、列車で３時間以内に到着できる区
間の航空機の運航をやめることを条件とし
た。スイスは、航空産業救済措置（銀行保
証）の条件として、将来の気候変動対策へ

の協力および航空運賃への課税への同意を
要求した。スウェーデンは、スカンジナビ
ア航空への資本増強に際し環境に関する厳
しい条件を課した結果、CO２排出25％削減
を５年前倒しして、2025年までに達成する
こ と と な っ た（Platform for Redesign 
2020）。

（３） 分散型社会に向けて：
地方政府による先進的な取り組み

COVID-19に直面して、世界の多くの先
進的な地方政府は、緊急措置や復興の最前
線として様々な対策を講じてきた。これに
関し、世界の先進的な都市によって構成さ
れるいくつかの国際フォーラムは、地方政
府を主体としたより良い復興を念頭に、グ
リーンリカバリーの重要性を訴えている。

ICLEIは、2020年10月３週間にわたり、
Daring Citiesフォーラムを開催した。その
うち、10月21日に開催された「グリーンリ
カバリーとリデザイン」と題するセッショ
ンでは、小泉環境大臣が特別講演を行い、
日本においてはすでに163もの自治体が
2050年までのゼロカーボン宣言を行ったこ
とを紹介し、都市や自治体によるグリーン

図３　 グリーンリカバリーで各国が実施しているイニシアティブの主なカテゴリー
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リカバリーへの取り組みが極めて重要であ
ることを強調した（Vigran, 2020）。

C40の11人 の 市 長 よ り 構 成 さ れ た
「COVID-19復興タスクフォース」が作成し
た技術レポートは、今後５年間のグリーン
リカバリーの実施により、C40に属する世
界の約100の大都市において、2030年まで
に１人当たりのGHG排出量を２/３削減
し、同時に8,000万を超える持続可能な雇
用 を 創 出 で き る と 試 算 し て い る（C40 
C i t i es  C l imate  Leadersh ip  Group , 
Technical Report, 2020）。

４． リデザイン：レジリエントで
持続可能な社会の構築

今後、感染症の根本的な原因を最小限に
抑え、同様の危機に対するレジリエンスを
抜本的に強化できるよう社会経済システム
を大きく変革していくことが必要である。
そのためには、人獣共通感染症の脅威へ対
処するため、野生生物と人間との関係の再
評価が必要である。

また、大気汚染は、COVID-19による健
康影響を深刻化させ、致死率を増加させる
要因であり、特に途上国において、その対
策を強化することは不可欠である。

4.1　人獣共通感染症の根本原因への対応

COVID-19の直接の原因は、中国の武漢
の市場で発生した野生動物の不適切な取引
であると考えられており、中国ではこれに
迅速に対応するため、緊急措置として特定
の動物の食料目的での取引を禁じる指令を
出した（White A 2020）。問題は、このよ
うな措置が、COVID-19終了後も継続的に
維持・発展させることができるかどうかで
ある。

人獣共通感染症の一般的原因は、いわゆ
る「人間による宿主――寄生生物間の共進
化関係の繚乱」（Goka K et al, 2020）であ

るが、具体的にどのような要因がどの程度、
どのようにかかわっているかについては、ま
だ十分な知見は得られていない（Rubio et 
al, 2016; Rohr et al, 2020）。しかし、2020
年７月に開催されたIPBESのCOVID-19とパ
ンデミックに関するワークショップは、その
エグゼクティブ・サマリー（IPBES 2020）
において、人間だけでなく、動物と生態系
の健康を一体的に守るアプローチ（One 
Health）が究極的には重要であり、現在の
ような対症療法的アプローチにとどまるの
ではなく、パンデミックを防止するための
包括的な国際合意を、将来作成することの
重要性を指摘している。

4.2　 大気汚染による
健康影響の深刻化への対応

大気汚染は、現在でも年間約700万人の
早期死亡を引き起こす深刻な問題である

（WHO 2016）。2020年10月に発表された欧
州、北米、東アジアなどでの大気汚染が
COVID-19による致死率にどの程度寄与し
たかに関する包括的な論文では、平均で
COVID-19による死亡のうちの15％が大気
汚染の寄与によるものであることが明らか
となった（Pozzer A 2020）。大気汚染は、
インドなど多くの途上国での状況は深刻で
あり、そのような途上国では、COVID-19　
に罹患し、複合作用により死亡する人は、
膨大な数に達する可能性があるとされてい
る（Marlow et.al, 2020）。

IGESは、2019年１月にUNEPなどが作
成した『アジア太平洋地域の大気汚染：科
学に基づくソリューション・レポート』

（UNEP/ROAP 2019）に多くの貢献を行っ
てきた。そこでは、大気汚染と気候変動対
策のコ・ベネフィットの推進やPM2.5対策
の推進など、途上国でも実施可能な25の具
体策を提唱している。都市部においては、
自動車によらない交通手段やテレワークの
推進が重要であり、さらには、新たな公共
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交通機関や排出規制が必要な地域もあると
指摘している。

５．おわりに

COVID-19は、環境・持続性に密接に関
係する問題である。そのため、COVID-19
は、ある意味、持続性とレジリエンスに関
する従来の理解のスコープを拡大した。こ
れらに効果的に対処していくためには、従
来に増して、包括的なアプローチをとるこ
とが不可欠である。
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